
島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

職員の児童手当の支給に関する規則の一部を改正する規則 （職 員 課） �

� �

青少年に販売等してはならない図書類 （青少年家庭課） �

青少年に観覧させてはならない興行 （ 〃 ） 	

介護保険法の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の指定 （高齢者福祉課） 


介護保険法の規定に基づく指定介護療養型医療施設の指定の辞退 （ 〃 ） 


知的障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業者の指定 （障害者福祉課） �

知的障害者福祉法の規定に基づく指定知的障害者更生施設等の指定 （ 〃 ） �

島根県農林水産業共同研究等取扱要綱の一部改正 （農林水産総務課） �

平成��年度雪害対策資金利子補給金交付要綱 （農 業 経 営 課） �

家畜伝染病予防法第�条の規定に基づく検査の実施 （農畜産振興課） ��

家畜伝染病予防法第
条の規定に基づく注射の実施 （ 〃 ） �	

土地改良区の役員の就任 （農 村 整 備 課） �	

県営土地改良事業計画の決定（�件） （ 〃 ） �


保安林予定森林（
件） （森 林 整 備 課） ��

解除予定保安林（�件） （ 〃 ） ��

保安林予定森林 （ 〃 ） ��

保安林の指定施業要件の変更（
件） （ 〃 ） ��

島根県森林整備工事入札参加資格審査要綱の一部改正 （ 〃 ） ��

小型機船底びき網漁業の許可及び起業の認可の申請期間 （水 産 課） ��

土地収用法の規定に基づく事業の認定 （用 地 対 策 課） ��

道路の区域の変更 （道 路 維 持 課） �	

道路の供用開始 （ 〃 ） ��

海岸保全区域の指定 （河 川 課） ��

急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂 防 課） ��

島根県収入証紙売りさばき人の氏名等の変更 （審 査 課） ��

� �

島根県農林水産会議規程の一部改正 （農林水産総務課） ��

島根県船舶職員服務規程の一部改正 （水 産 課） ��

� �

平成��年度島根県准看護師試験の合格者 （医 療 対 策 課） 	�

臨港地区の区域の案の縦覧 （港 湾 空 港 課） 	�

土地区画整理組合の事業計画の変更の認可 （都 市 計 画 課） 	�

開発行為に関する工事の完了 （ 〃 ） 	�
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平成��年�月��日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

� �

職員の児童手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������

職員の児童手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の児童手当の支給に関する規則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条の表知事の事務部局の項認定事務取扱機関の欄中「（福祉事務所、保健所及び家畜保健衛生所を除く。）にあっ

ては当該地方機関」を「にあっては知事が別に定めるところによる。」に改め、同表人事委員会事務局の項認定事務取扱

機関の欄中「給与課」を「企画課」に改める。

	 �

この規則は、平成��年�月	日から施行する。


 �

���
����
�

島根県青少年の健全な育成に関する条例（昭和�
年島根県条例第��号）第�条第	項の規定に基づき、次の図書類を青

少年に販売し、頒布し、又は貸し付けてはならない図書類として指定したので、同条例第��条の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�
��
号 平成��年�月��日(�)

隠岐空港地上支援機材整備業に係る随意契約の相手方等 （港 湾 空 港 課） ��

��
�

地方自治法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく選挙権を有す ��

る者の総数の�
分の	及び�分の	の数

�����

沿岸いか釣漁業及び小型いか釣漁業の制限 ��

� �

危険物取扱者試験の実施 （消 防 防 災 課） ��

� �

平成��年�月�日付け島根県報第�
���号中 （森 林 整 備 課） ��
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◇%& '()* +,-./0�� 1234�/0��（規則第�号）

	 規則の概要

� 知事部局に所属する職員の児童手当の認定事務を取り扱う機関について、地方機関にあっては知事が別

に定めるところによることとした。（第�条関係）

� その他規定の整理

� 施行期日

平成��年�月	日から施行することとした。
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島 根 県 報

��������	


島根県青少年の健全な育成に関する条例（昭和��年島根県条例第��号）第��条第�項の規定に基づき、次の興行を青少

年に観覧させてはならない興行として指定したので、同条例第��条の規定により告示する。

平成��年	月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

第��
��号 平成��年	月�
日 (�)

指定番号 種 類 図 書 名 称 発行・出版社名 指定の理由

��
�� 雑誌 ストリートナンパ Ｄｏｎ�ｔ �月号増刊 ㈱サン出版
青少年の性的感情

を著しく刺激し、粗

暴性を著しく助長

し、又は残虐性を助

長し、その健全な育

成を阻害するおそれ

がある。

��
�
 雑誌 爆烈ハプニング Ｖｏｌ．� 雄出版株式会社

��
�� 雑誌
これが本当！ 人妻のＨ話（もっとすごい本

当のＨ話コレクション�月号増刊）
㈱バウハウス

��
�� 雑誌 レディースコミック・タブー�月号 三和出版株式会社

指定番号 種 類 題 名 配給会社名 指定の理由

��
�
 映画 巨乳な姉妹 ～谷間に吸いつけ～ オーピー映画 青少年の性的感情

を著しく刺激し、粗

暴性を著しく助長

し、又は残虐性を助

長し、その健全な育

成を阻害するおそれ

がある。

��
�� 映画 痴女女医さん 男の壺飼育 新日本映像

��
�
 映画 脳内ＳＥＸ 老人と欲求不満妻 新日本映像

��

� 映画 喪服レズビアン 恥母と未亡人 新日本映像

��

� 映画 べんり屋熟女 ～変態性癖��時～ オーピー映画

��

� 映画 ロリ色の誘惑 させたがり 新東宝映画

��

� 映画
新日本映像ニュース〈痴女女医さん 男の壺飼

育〉
新日本映像

��

� 映画
新日本映像ニュース〈脳内ＳＥＸ 老人と欲求

不満妻〉
新日本映像

��

� 映画
新日本映像ニュース〈喪服レズビアン 恥母と

未亡人〉
新日本映像

��

� 映画 ノーパン痴女 夫を裏切る水曜日 新日本映像

��


 映画 不倫関係 微熱の肌ざわり オーピー映画

��

� 映画 ダブル・プレイ 友だちの母さんと… 新東宝映画

��


 映画
新日本映像ニュース〈ノーパン痴女 夫を裏切

る水曜日〉
新日本映像

����� 映画 痴態エステ 舐めて交わる オーピー映画

����� 映画 僕の妹 下着の甘い湿り オーピー映画

����� 映画 若妻と熟年 指と言葉責め 新日本映像

����� 映画 盗撮サイト 情事に濡れた人妻 オーピー映画

����� 映画
新日本映像ニュース〈若妻と熟年 指と言葉責

め〉
新日本映像

����� 映画 乱交団地妻スワップ同好会 新東宝映画



島 根 県 報

��������	


介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者を次のとおり指定したの

で、同法第�	条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


介護保険法（平成�年法律第���号）第���条の規定による同法第��条第�項第
号の指定の辞退があったので、同法第

��	条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�
���号 平成��年
月��日(�)

����� 映画 巨乳妻メイド倶楽部 ご主人様たっぷり出して 新東宝映画

����� 映画 昭和エロ浪漫 生娘の恥じらい オーピー映画

����� 映画 義父の愛戯 喪服のとまどい オーピー映画

����� 映画 マンダレイ
ギャガ・コミュニ

ケーションズ

����� 映画 素敵な片思い オーピー映画

����� 映画 淫母の性教育 奥までちょうだい！ 新日本映像

����� 映画 叔母と甥 溺れた恥縁 新日本映像

����� 映画 姉妹 淫乱な愛戯 新東宝映画

����� 映画 巨乳ＤＯＬＬ わいせつ飼育 オーピー映画

����	 映画
新日本映像ニュース〈淫母の性教育 奥まで

ちょうだい！〉
新日本映像

����� 映画 新日本映像ニュース〈叔母と甥 溺れた恥縁〉 新日本映像

����� 映画 馬と後妻と令嬢 オーピー映画

����� 映画 紅薔薇婦人 新東宝映画

����� 映画 美人セールスレディ 後ろから汚せ オーピー映画

事 業 者 の 名 称 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

松江保健生活協同組合 学園在宅支援センター 松江市学園二丁目�番��号
平成��年

月��日

開 設 者 の 名 称 施 設 の 名 称 施 設 の 所 在 地
指定辞退
年 月 日

医療法人 仁寿会 介護療養型医療施設 加藤病院 邑智郡川本町川本���番地�
平成��年
�月�日



島 根 県 報

���������	

知的障害者福祉法（昭和��年法律第��号）第��条の��第�項の規定に基づき、指定居宅支援事業者を次のとおり指定し

たので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������
	

知的障害者福祉法（昭和��年法律第��号）第��条の�	第�項の規定に基づき、指定知的障害者更生施設等を次のとおり

指定したので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	

島根県農林水産業共同研究等取扱要綱（平成�年島根県告示第�		号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条の
中第�号を削り、第
号を第�号とし、第�号を第
号とし、同条に第�号として次の�号を加える。

� 農畜産振興課

第�条の
第�号を次のように改める。

� 水産技術センター

第�条の
第�号から第
号までを削る。

� 


この告示は、平成��年�月�日から施行する。

���������	

平成��年度雪害対策資金利子補給金交付要綱を次のように定める。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

平成��年度雪害対策資金利子補給金交付要綱

（利子補給）

第�����号 平成��年�月��日 (�)

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事業所の所在地
指 定
年月日

隠岐広域連合 地域生活援助 憩の家
隠岐郡隠岐の島町都万����－
�

平成��年

月��日

経営主体の名称
指定した施設
種別

施 設 の 名 称 施 設 の 所 在 地
指 定
年月日

社会福祉法人 千鳥福祉
会

通所授産 ワークセンターフレンド 松江市東持田町�	��
平成��年

月��日



島 根 県 報

��� 県は、平成��年��月�日から平成��年�月��日までの間の積雪による甚大な被害（以下「雪害」という。）を受

けた農業者又はその組織する団体（以下「農業者等」という。）を支援するため、当該農業者等に別表に掲げる平成��

年度雪害対策資金（以下「雪害対策資金」という。）を貸し付ける融資機関に対し、予算の範囲内において平成��年度

雪害対策資金利子補給金（以下「利子補給金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、補助金等交付

規則（昭和��年島根県規則第��号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。

（利子補給率）

��� 利子補給金の交付の率は、別表の利子補給率欄に掲げるとおりとする。

（融資機関の範囲）

��� 利子補給金の対象となる融資機関は、次に掲げる者のうち、知事と利子補給契約を締結した者とする。

� 島根県の区域内（以下「県内」という。）に主たる事務所を置く農業協同組合で、農業協同組合法（昭和��年法律

第���号）第�	条第�項第
号に掲げる事業を行うもの

� 県内に店舗を有する銀行及び信用金庫

（利子補給金の額）

��� 県が交付する利子補給金の額は、毎年�月�日から�月�	日まで及び�月�日から��月��日までの各期間におけ

る雪害対策資金につき、別表に規定する利子補給率ごとに算出した融資の平均残高（計算期間中の毎日の最高残高

（延滞額を除く。）の総和を当該計算期間の日数で除して得た金額をいう。）に対して、それぞれ利子補給率の割合

で計算した金額の合計額とする。

（利子補給金の請求）

��� 融資機関は、利子補給金を請求しようとするときは、�月�日から�月�	日までの期間に係る利子補給金につい

てはその年の�月��日までに、�月�日から��月��日までの期間に係る利子補給金についてはその翌年の�月��日ま

でにそれぞれ平成��年度雪害対策資金利子補給金請求書（様式第�号）に平成��年度雪害対策資金利子補給金計算明

細書（様式第
号）を添えて知事に提出しなければならない。

（利子補給金の支払）

��� 知事は、前条の規定により融資機関から利子補給金の請求があった場合において、適当と認めたときは、当該請

求書を受理した日の属する月の翌月の末日までにこれを支払うものとする。

（利子補給金の打切り等）

�	� 知事は、県の利子補給金の交付に係る雪害対策資金を借り受けた者がその借入金を目的以外に使用したときは、

融資機関に対する利子補給金の交付を打ち切ることができるものとする。


 知事は、融資機関がその責めに帰すべき事由により補助金等交付規則、この告示又は第
条の利子補給契約の条項に

違反したときは、当該融資機関に対する利子補給金の交付を打ち切り、又は既に交付した利子補給金の全部又は一部

の返還を命ずることができるものとする。

（報告の義務等）

�
� 融資機関は、知事が当該融資機関の行った利子補給金の交付に係る雪害対策資金の融資に関し報告を求めたと

き、又はその職員をして当該資金の融資に関する帳簿、書類等を調査させるときは、これに協力しなければならな

い。

（補則）

��� この告示に定めるもののほか、雪害対策資金の取扱い及び利子補給金の交付に関し必要な事項は、別に定める。

� 


この告示は、平成��年
月��日から施行し、平成��年
月��日から適用する。

第����	号 平成��年
月��日(�)



島 根 県 報

��（第�条、第�条関係）

第�����号 平成��年	月��日 (�)

雪害対策資金の種類 貸付条件 利子補給率 貸付対象者

� 施設等資金（雪害を原因とす

るものに限る。）

農畜産物の生産、流通又は加

工に必要な施設の復旧に要する

資金その他知事が定める資金

� 貸付利率

知事が別に定める率

� 貸付限度額

個人にあっては��
��万円、

法人及び団体にあっては�����

万円

	 償還期限

�
年以内

� 据置期間

	年以内

年�
�
パー

セント

雪害を受けた農業者等で

あって、知事が別に定める

もの

� 運転資金（雪害を原因とする

ものに限る。）

農畜産物の再生産に必要な種

苗費、肥料費、飼料費、農薬

費、諸材料購入費、小農具費、

雇用労賃等直接的経費及び施設

等の修繕費について貸し付ける

資金

� 貸付利率

知事が別に定める率

� 貸付限度額

個人にあっては���万円、法

人及び団体にあっては�����万

円と���万円に法人又は当該団

体の構成員の人数を乗じて得た

額のいずれか低い額

	 償還期限

��年以内

� 据置期間

	年以内
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�����（第�条関係）

平成��年度雪害対策資金利子補給金請求書

第 号

年 月 日

島根県知事 様

所在地

融資機関 名 称

代表者 �

平成��年度雪害対策資金利子補給金交付要綱第�条の規定に基づき、別紙のとおり利子補給金計算明細書を添え、

年 月 日から 年 月 日までの利子補給金を下記のとおり請求します。

記

利子補給金請求額 金 円



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)
�
�
�
�
�
（
第
	
条
関
係
）

平
成
��
年
度
雪
害
対
策
資
金
利
子
補
給
金
計
算
明
細
書

年
度

期
（

年
月

日
～

月
日
）

融
資
機
関
名

承
認
年
月
日
借
入
金

(千
円
)

利
子
補
給

対
象
借
入

者
名

貸
付
実
行

年
月
日

償
還
期
限
据
置
期
間

期
首
貸
付
残
高

（
千
円
）

移
動
月
日
期
中

貸
付
額

(千
円
)

期
中
償
還
額

（
千
円
）

当
期
発
生

延
滞
額

（
千
円
）

期
末
貸
付
残
高

（
千
円
）

貸
付
期
間

融
資
平
均
残
高

（
円
）

県
利
子

補
給
率

県
利
子

補
給
金

（
円
）

融
資
残
高
延
滞
額

約
定
分
繰
上
分
延
滞
分

約
定
融

資
残
高
延
滞
額

月
日
～

月
日
貸
付
日
数

（
日
）
(融
資
残
高
×
貸

付
日
数
)÷


�
�

年
月
日

年
月
日

年
年

月
日

％

月
日

計

年
月
日

年
月
日

年
年

月
日

％

月
日

計

年
月
日

年
月
日

年
年

月
日

％

月
日

計

年
月
日

年
月
日

年
年

月
日

％

月
日

計

年
月
日

年
月
日

年
年

月
日

％

月
日

計

年
月
日

年
月
日

年
年

月
日

％

月
日

計

合
計
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��������	


家畜伝染病予防法（昭和��年法律第���号）第�条の規定に基づき、検査を次のように実施する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第����	号 平成��年�月��日(�	)

検査の種類 実施の目的
実施対象となる家畜又はその死

体の種類及び範囲
検査の方法 実施する区域 実施の期日

ブルセラ病

検査

ブルセラ病

の発生予防

搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれ

らと同一施設内で飼育している

生後
	日を経過した牛

ブルセラ急速凝集

反応法とし、必要

に応じて試験管凝

集反応法又は補体

結合反応法とす

る。

松江市（旧鹿島町

及び旧玉湯町の区

域に限る。）、出

雲市（旧平田市、

旧佐田町及び旧多

伎町の区域に限

る。）、安来市

（旧広瀬町の区域

に限る。）、飯南

町、川本町、美郷

町、邑南町

平成��年�月

�日から平成

�
年�月
�日

までに当該家

畜の所在地を

管轄する家畜

保健衛生所長

の指定する日

種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこ

れらと同一施設内で飼育してい

る生後
	日を経過した牛

当該家畜の所在地

を管轄する家畜保

健衛生所長の指定

する区域

家畜保健衛生所長が必要と認め

る家畜

結核病検査 結核病の発

生予防

搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれ

らと同一施設内で飼育している

生後
	日を経過した牛

ツベルクリン皮内

注射法

松江市（旧鹿島町

及び旧玉湯町の区

域に限る。）、出

雲市（旧平田市、

旧佐田町及び旧多

伎町の区域に限

る。）、安来市

（旧広瀬町の区域

に限る。）、飯南

町、川本町、美郷

町、邑南町

種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこ

れらと同一施設内で飼育してい

る生後
	日を経過した牛

当該家畜の所在地

を管轄する家畜保

健衛生所長の指定

する区域

家畜保健衛生所長が必要と認め

る家畜
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ヨーネ病検

査

ヨーネ病の

発生予防

搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれ

らと同一施設内で飼育している

生後�ヶ月を経過した牛

エライザ法とし、

必要に応じてヨー

ニン検査、補体結

合反応検査又は細

菌検査とする。

松江市（旧鹿島町

及び旧玉湯町の区

域に限る。）、出

雲市（旧平田市、

旧佐田町及び旧多

伎町の区域に限

る。）、安来市

（旧広瀬町の区域

に限る。）、飯南

町、川本町、美郷

町、邑南町

種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこ

れらと同一施設内で飼育してい

る生後�ヶ月を経過した牛

当該家畜の所在地

を管轄する家畜保

健衛生所長の指定

する区域

発生地域の牛及び汚染地域から

の導入牛並びにこれらとの同居

牛で家畜防疫員が必要と認める

牛

エライザ法及び細

菌検査とし、必要

に応じてヨーニン

検査又は補体結合

反応検査とする。

県下全域

家畜保健衛生所長が必要と認め

る家畜

エライザ法とし、

必要に応じてヨー

ニン検査、補体結

合反応検査又は細

菌検査とする。

牛海綿状脳

症検査

牛海綿状脳

症の発生状

況及び動向

把握

牛海綿状脳症対策特別措置法

（平成�	年法律第��号）第�条

第
項の規定に基づく届出対象

となる牛（牛海綿状脳症対策特

別措置法施行規則（平成��年農

林水産省令第��号）第�条の規

定に該当する場合を除く。）

エライザ法 県下全域 平成��年�月


日から平成

�
年�月��日

まで

牛のブルー

タング検査

牛のブルー

タングの発

生予察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る牛

血清学的検査 県下全域 平成��年�月


日から平成

�
年�月��日

牛のアカバ

ネ病検査

牛のアカバ

ネ病の発生

予察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る牛

血清学的検査 県下全域 までに当該家

畜の所在地を

管轄する家畜

牛のチュウ

ザン病検査

牛のチュウ

ザン病の発

生予察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る牛

血清学的検査 県下全域 保健衛生所長

の指定する日

牛のアイノ 牛のアイノ 家畜保健衛生所長が必要と認め 血清学的検査 県下全域



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日(��)

ウイルス感

染症検査

ウイルス感

染症の発生

予察

る牛

牛のイバラ

キ病検査

牛のイバラ

キ病の発生

予察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る牛

血清学的検査 県下全域

牛の牛流行

熱検査

牛の牛流行

熱の発生予

察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る牛

血清学的検査 県下全域

めん羊及び

山羊の伝達

性海綿状脳

症検査

めん羊及び

山羊の伝達

性海綿状脳

症の発生状

況及び動向

把握

家畜保健衛生所長が必要と認め

るめん羊及び山羊

エライザ法 県下全域

馬伝染性貧

血検査

馬伝染性貧

血の発生予

防

	 繁殖の用に供し、又は供す

る目的で飼育している雌馬


 種付けの用に供し、又は供

する目的で飼育している雄馬

� 前
号の馬と同一施設内で

飼育している馬

� 競馬法（昭和��年法律第

�
�号）による競馬に出場す

る馬

寒天ゲル内沈降反

応法

当該家畜の所在地

を管轄する家畜保

健衛生所長の指定

する区域

農林水産大臣又は知事の指定す

る馬

寒天ゲル内沈降反

応法

県下全域

蚊及び野鳥

のウエスト

ナイルウイ

ルス感染症

検査

ウエストナ

イルウイル

ス感染症の

発生予察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る蚊及び野鳥

ウイルス分離検査 県下全域

豚のオーエ

スキー病検

査

豚のオーエ

スキー病の

発生予防

家畜保健衛生所長が必要と認め

る豚

血清学的検査 県下全域

豚の豚流行

性下痢（Ｐ

ＥＤ）検査

豚の豚流行

性下痢の発

生予防

家畜保健衛生所長が必要と認め

る豚

血清学的検査 県下全域

豚の伝染性

胃腸炎検査

豚の伝染性

胃腸炎の発

生予防

家畜保健衛生所長が必要と認め

る豚

血清学的検査 県下全域

豚 の 豚 繁 豚 の 豚 繁 家畜保健衛生所長が必要と認め 血清学的検査 県下全域
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家畜伝染病予防法（昭和��年法律第���号）第�条の規定に基づき、注射を次のように実施する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


土地改良法（昭和��年法律第�	
号）第��条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の就任の届出があったの

で、同条第��項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

益田市土地改良区

� 就任した役員の氏名及び住所

理事

田中 克典 益田市美都町仙道���番地

第�
���号 平成��年�月��日 (��)

殖・呼吸器

障害症候群

（ Ｐ Ｒ Ｒ

Ｓ）検査

殖・呼吸器

障害症候群

の発生予防

る豚

豚の流行性

脳炎検査

豚の流行性

脳炎の発生

予防

家畜保健衛生所長が必要と認め

る豚

血清学的検査 県下全域

鶏の高病原

性鳥インフ

ルエンザ検

査

鶏の高病原

性鳥インフ

ルエンザの

発生予察

家畜保健衛生所長が必要と認め

る鶏

ウイルス分離検査

又は血清学的検査

県下全域

腐蛆病検査 腐蛆病の発 転飼をしようとするみつばち 肉眼的検査又は細 県下全域

生予防 県内飼育みつばちで家畜防疫員

が必要と認めるみつばち

菌学的検査

注射の種類 実施の目的
実施対象となる家畜の

種類及び範囲
注射の方法 実施する区域 実施の期日

牛の炭疽予

防注射

牛の炭疽の

発生予防

家畜防疫員が必要と認め

る牛

皮下注射法 県下全域 平成��年�月

�日から平成

�	年�月��日

までに当該家

畜の所在地を

管轄する家畜

保健衛生所長

の指定する日
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斉藤 光俊 益田市美都町仙道����番地

澄川 八紘 益田市美都町三谷����番地

長田 佳夫 益田市美都町小原��番地�

田中 宜 益田市美都町笹倉��	�番地

寺戸 和憲 益田市美都町三谷
�番地

山田 �二 益田市美都町都茂����番地�


海老谷経介 益田市美都町山本イ���番地�

河野 末市 益田市美都町山本イ�
�
番地

小澄 勇 益田市美都町山本イ���番地�

彌重 佐一 益田市美都町丸茂��
�番地

河上 勇 益田市美都町久原���番地

廣永 浩二 益田市美都町宇津川ロ


番地�

土佐 則幸 益田市美都町宇津川ロ
��番地��

佐伯 敏夫 益田市匹見町澄川イ�
�番地�

河野 厚司 益田市匹見町道川イ���番地

渡邉 健一 益田市匹見町匹見イ�
��番�地

森 正樹 益田市匹見町匹見イ��
番地�

大谷 邦寿 益田市匹見町紙祖イ����番地

寺戸 保人 益田市匹見町広瀬イ
�	番地

大谷 寿一 益田市匹見町道川ロ���番地

監事

田中 晃 益田市美都町仙道��
番地

山根 守男 益田市美都町山本イ
�	番地

河野 二美 益田市美都町宇津川ロ���番地�

吉田 公暢 益田市匹見町落合イ���番地

俵 喜朗 益田市匹見町石谷イ���番の�地

三浦冨士義 益田市匹見町道川ロ��	番地�

� 就任年月日

平成�	年�月�日

��������	


土地改良法（昭和��年法律第���号）第	�条第�項の規定に基づき、県営土地改良事業計画を決定したので、同条第�

項の規定により次のとおり関係書類を縦覧に供する。

なお、当該事業の利害関係人で当該事業計画に異議のあるものは、縦覧期間満了後��日以内に申し出られたい。

平成�	年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 縦覧に供する書類の名称

加茂西地区区画整理事業（県営経営体育成基盤整備事業）計画書の写し

� 縦覧の期間

告示の日から��日間

� 縦覧の場所

雲南市役所

第���
�号 平成�	年�月��日(��)
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��������	


土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、県営土地改良事業計画を決定したので、同条第	

項の規定により次のとおり関係書類を縦覧に供する。

なお、当該事業の利害関係人で当該事業計画に異議のあるものは、縦覧期間満了後��日以内に申し出られたい。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 縦覧に供する書類の名称

徳前地区農道事業（県営農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）計画書の写し

� 縦覧の期間

告示の日から��日間


 縦覧の場所

邑南町役場

���������


次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第
�条の規定により告示す

る。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

邑智郡邑南町下田所����－���、����－�
�、����－�
�、����－���、����－���、����－���、����－��
、����－���

� 指定の目的

水源のかん養


 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び邑南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

���������


次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第
�条の規定により告示す

る。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

邑智郡川本町大字川下����、����－�、����から����まで、����－�、
���－�、
���、
���、
���－�、
��
、


���、
���－�、
���－�、
���－�、
���、
���－�、
���－�、
��
－�、
���－�、大田市静間町字金剛山

第�����号 平成��年
月��日 (��)



島 根 県 報

����－�、字坂本����、字金剛山����－�、字青木����、字堂ヶ鼻����－�、����－�、字金剛山����－	、����－


、����－�

	 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁並びに大田市役所及び川本町役場に備え置いて縦覧に供す

る。）

���������	

次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成�
年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

益田市神田町ロ���、ロ��
－�、ロ��
－	、ロ��
乙、ロ���、ロ���内�、ロ��


	 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び益田市役所に備え置いて縦覧に供する。）

��������
	

次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成�
年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

邑智郡邑南町八色石����、����から����まで、����－�

	 指定の目的

水源のかん養

第�����号 平成�
年�月��日(��)



島 根 県 報

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び邑南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

��������	


次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成�	年�月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

雲南市大東町新庄��
、��	、���－�、���－�、���－
、����、中湯石����、����、�	�
、�	�
－�、�	�	－�、

三刀屋町多久和����

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び雲南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成�	年�月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

�� 保安林予定森林の所在場所

雲南市木次町宇谷���－�、���－�、���から���まで、���	－�、����、����－�、����、����、���	、����、

����

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

ア� 主伐は、択伐による。

第��
��号 平成�	年�月�
日 (�
)



島 根 県 報

イ� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

ウ� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

�� 保安林予定森林の所在場所

雲南市大東町上久野����－�、����－��、����－�、���	－�

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

ア� 主伐は、択伐による。

イ� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

ウ� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び雲南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

��������	


次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第�
�号）第��条の規定により告示

する。

平成��年
月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除予定保安林の所在場所

雲南市吉田町曽木字曽木	��－�（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

水源のかん養


 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を島根県庁及び雲南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第�
�号）第��条の規定により告示

する。

平成��年
月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除予定保安林の所在場所

雲南市吉田町曽木字曽木	��－��から	��－��まで、	�
－�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養


 解除の理由

道路用地とするため

第��	��号 平成��年
月�	日(��)



島 根 県 報

��������	


次の森林を保安林予定森林としたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により告示する。

平成	
年�月	�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林予定森林の所在場所

浜田市弥栄町木都賀イ	��
－�、イ	���、イ	��
、イ���
、イ���
、イ���
－�、イ��		－�、イ����続�、田野原

���－�、��
から���まで、��	－�、��	－�、
�
－�、
�
－�、
��

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び浜田市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�において準用する

同法第��条の�第�項の規定により告示する。

平成	
年�月	�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成�年�月		日農林水産省告示第��号（一に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次

のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び出雲市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�において準用する

同法第��条の�第�項の規定により告示する。

平成	
年�月	�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成�年�月�日農林水産省告示第��
号（二に限る。）、平成�年�月�日農林水産省告示第���号（四のうち知事

の指定に係るものに限る。）、平成�年�月�日農林水産省告示第�
�号（一のうち知事の指定に係るものに限

第	����号 平成	
年�月	�日 (	�)



島 根 県 報

る。）、平成�年�月�日農林水産省告示第���号（一のうち知事の指定に係るものに限る。）、平成�年�月�日農

林水産省告示第���号（一に限る。）、平成�年�月��日農林水産省告示第�		号、平成�年�月��日農林水産省告示第

�	
号（知事の指定に係るものに限る。）、平成�年�月��日農林水産省告示第����号、平成�年�月��日農林水産省

告示第��	�号（一に限る。）、平成�年��月��日農林水産省告示第�
�
号（一、二に限る。）、平成�年��月��日農林

水産省告示第�
��号、平成�年��月��日農林水産省告示第�
��号（一に限る。）、平成�年�月�日農林水産省告示第

�
�号（一に限る。）、平成�年��月�日農林水産省告示第�	
�号

� 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次

のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び関係市役所に備え置いて縦覧に供する。）

��������	


次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第��
号）第��条の�において準用する

同法第��条の�第�項の規定により告示する。

平成�
年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示（重要流域（平成��年�月��日農

林水産省告示第�
�号で指定された重要流域をいう。）に係るものを除く。）で定めるところによる。

昭和��年��月�	日農林省告示第���
号

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

� 立木の伐採の限度 変更後の立木の伐採の限度は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び浜田市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第��
号）第��条の�において準用する

同法第��条の�第�項の規定により告示する。

平成�
年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成��年�月��日島根県告示第�

号（一に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

ア 立木の伐採の方法 変更しない。

イ 立木の伐採の限度 変更後の立木の伐採の限度は、次のとおりとする。

�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

飯石郡飯南町真木
�
－�、
��－�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

第��	��号 平成�
年�月�	日(��)



島 根 県 報

ア� 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

ウ� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び飯南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

���������	

次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�において準用する

同法第��条の�第	項の規定により告示する。

平成
�年�月
�日

島根県知事 澄 田 信 義

	� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成
�年
月�日島根県告示第���号（一に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

ア 立木の伐採の方法 変更しない。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、

次のとおりとする。

�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成
�年�月��日島根県告示第���号（二に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

ア 立木の伐採の方法 変更しない。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、

次のとおりとする。

�� 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成
�年�月��日島根県告示第���号（三に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

ア 立木の伐採の方法 変更しない。

イ 立木の伐採の限度 変更後の立木の伐採の限度は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び浜田市役所に備え置いて縦覧に供する。）

��������
	

次のように保安林の指定施業要件を変更する予定の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�に

おいて準用する同法第��条の規定により告示する。

平成
�年�月
�日

島根県知事 澄 田 信 義

	 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

鹿足郡吉賀町蓼野
���－

、柿木村木部谷
�
�－	、
�
�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

第
����号 平成
�年�月
�日 (�
)



島 根 県 報

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び吉賀町役場に備え置いて縦覧に供する。）

��������	


島根県森林整備工事入札参加資格審査要綱（平成��年島根県告示第��号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条第�号イ中「林業改良指導員」を「林業普及指導員又は森林法の一部を改正する法律（平成��年法律第��号）に

よる改正前の森林法第���条第	項の林業改良指導員資格試験に合格した者」に改める。

第
条第�項に次の�号を加える。

� 林業技術職員数

「林業普及指導員又は林業改良指導員」に改める。

� �

この告示は、平成��年�月�日から施行する。

��������



島根県漁業調整規則（昭和
�年島根県規則第��号）第�条第�項（第��条第�項において準用する場合を含む。）の規

定により、次のとおり小型機船底びき網漁業（手繰第�種漁業（えびびき網漁業））に係る漁業の許可及び起業の認可の

申請期間を定めたので、同規則第�条第�項（第��条第�項において準用する場合を含む。）の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 許可及び起業の認可の申請期間

平成��年�月��日から平成��年�月�
日まで

���������


土地収用法（昭和��年法律第���号）第��条の規定に基づき事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 起業者の名称

奥出雲町

� 事業の種類

馬木地区（大馬木処理区）農業集落排水資源循環統合補助（処理場建設）事業

� 起業地

第�����号 平成��年�月��日(��)

様式第�号中
｢

｣
を
｢

｣
に､ 「林業改良指導員」を地拵え 地拵え 雪起こし



島 根 県 報

� 収用の部分

島根県仁多郡奥出雲町大馬木地内

� 使用の部分

島根県仁多郡奥出雲町大馬木地内

� 事業の認定をした理由

� 土地収用法第��条第�号の要件への適合性について

馬木地区（大馬木処理区）農業集落排水資源循環統合補助（処理場建設）事業（以下「本件事業」という。）は、

土地収用法（以下「法」という。）第�条第��号に掲げる「地方公共団体が直接その事務又は事業の用に供する施

設」に関する事業に該当する。

よって、本件事業は、法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業の起業者である奥出雲町は、国庫補助金等により財源措置を講じているので、法第��条第�号の要件を充

足するものと判断される。

� 法第��条第�号の要件への適合性について

ア 本件事業の施行により得られる利益は、し尿及び生活雑排水の処理による農業用水の水質保全、農業用排水施設

の機能維持、農村生活環境の改善及び公共用水域の水質保全である。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業地の選定に当たり、複数の候補地の中から社会的、

技術的及び経済的条件を比較検討した結果、それらの条件を最もよく満たすものを採用していることから、軽微な

ものであると考えられる。

ウ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益とを比較衡量した結果、前者が後者に優越すると認められ

る。

よって、本件事業は法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業は、奥出雲町が、同町大馬木地区において、し尿及び生活雑排水を処理し農業用用水として再利用するこ

とを目的として農業集落排水処理場を建設しようとするものであり、同地区において生活排水による農業用用排水路

の汚濁が進行していることを勘案すると、本件事業を早急に施行する必要性が認められる。

また、本件事業に係る起業地は、施設規模及び利用目的等から勘案し、必要最小限度の範囲内であると認められ

る。

さらに、収用の範囲は、恒久的に設置される施設の用に供する起業地の範囲内にあり、それ以外の範囲は使用とし

ていることから、収用又は使用の別についても合理的であると認められる。

よって、土地を収用し、又は使用する公益上の必要があると認められるため、法第��条第�号の要件を充足するも

のと判断される。

� 結論

既述のとおり、本件事業は法第��条各号の要件を充足するものと判断される。

よって、本件事業について、法第��条の規定に基づき、事業の認定をするものである。

	 法第�
条の�第�項の規定による図面の縦覧場所

奥出雲町役場（水道課）

��������	


道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から�
日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

第���
�号 平成��年�月��日 (��)
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平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年�月��日(�	)

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

一般国道 	�
号

隠岐郡西ノ島町大字美
田字山口�
��番�地先
から同町大字浦郷字寺
ノ谷��番
地先まで

Ａ

前

Ｂ

メートル
����～

�����

メートル
��������

隠岐支庁

ダブルウェイ解
消

左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。

町道移管

��
�～
�����

	�	�����

後 Ａ ����～
�����

��������

県 道
大東東出雲
線

松江市八雲町熊野���

番
地先から同���番
�地先まで

前 ����～
�����


�
���
松江土木建
築事務所

交通安全工事

拡幅後 �����～

����


�
���

〃
出雲市停車
場線

出雲市今市町字漆垣
��
番
地先から同町
字半ヶ澤���番�地先
まで

前 �	�
�～
���
�

������

出雲土木建
築事務所

街路事業

拡幅後 �
���～
�����

������

〃 小伊津港線

出雲市平田町���番


地先から同町���番


地先まで

Ａ

前

Ｂ

����～
�����

������
ダブルウェイ延
長減

左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。

河川管理者及び
公園管理者へ移
管

�����～
�����

������

出雲市平田町���番


地先から同町���番地
先まで

Ａ

後

Ｂ

����～
�����

	����

出雲市平田町���番


地先から同町���番


地先まで

�����～
�����

������

〃
黒沢安城浜
田線

浜田市長見町����番�

地先から同町�	�番�

地先まで

前 Ａ 	���～
	����

��
�
���

浜田土木建
築事務所

道路改良工事

左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。

ダブルウェイ

Ａ

後

Ｂ

	���～
	����

��
�
���

�����～
�	���

������

〃 〃
浜田市長見町�	�番�

地先から同町	��番�

地先まで

前 �����～
�����

����
� 道路改良工事

拡幅後 �
���～
	����

����
�

〃
三隅井野長
浜線

浜田市三隅町井野ホ
���番
地先から同ホ
���番�地先まで

前 
���～
����

������ 道路改良工事

拡幅後 
���～
�	�
�

������
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��������	


道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


海岸法（昭和	�年法律第���号）第�条第
項の規定により、次のとおり海岸保全区域を指定したので、同条第�項の

規定により告示する。

その関係図面は、島根県土木部河川課及び浜田土木建築事務所に備え置いて縦覧に供する。

海岸保全区域の指定（平成��年島根県告示第���号）は、廃止する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�
���号 平成��年�月��日 (��)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

一般国道 �	�号
安来市広瀬町菅原�	�番�地先から同���

番
地先まで

メートル
�����

平成��年
�月��日

松江土木建
築事務所広
瀬土木事業
所

県 道
大東東出雲
線

松江市八雲町熊野	��番�地先から同���

番�地先まで
������ 〃

松江土木建
築事務所

〃
大野魚瀬恵
曇線

松江市上大野町字小束����番
地先から
同町字坂本����番�地先まで

������ 〃

〃
安来伯太日
南線

安来市伯太町安田����番
地先から同町
東母里���番�地先まで

�
������ 〃 松江土木建
築事務所広
瀬土木事業
所〃 〃

安来市伯太町東母里���番�地先から同
���番
地先まで

	����� 〃

〃
出 雲 イ ン
ター線

出雲市東神西町	��番�地先から同町	��

番
地先まで
	����� 〃

出雲土木建
築事務所

〃
浜田八重可
部線

浜田市金城町今福����番
地先から同地
先まで

����� 〃

浜田土木建
築事務所

〃
一の瀬折居
線

浜田市三隅町室谷���番
地先から同
����番��地先まで

������ 〃

〃
三隅井野長
浜線

浜田市三隅町井野ホ���番
地先から同
ホ���番�地先まで

������ 〃



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日(��)

海 岸 の 名 称

海 岸 保 全 区 域
沿 岸 名 海 岸 名

地 区
海 岸 名

地 先
海 岸 名

延 長

島根 江津 敬川 和木波子 	���
ｍ 基点�から基点��までを順次に直線で結んだ線、基

点�と補助点�を結んだ線、基点��と補助点
を結ん

だ線及び補助点�から補助点
までを順次に直線で結

んだ線により囲まれた区域

点の表示 基点� 座標Ｘ －������
����

座標Ｙ ��
	����


基点� 座標Ｘ －������	���


座標Ｙ ��
	�����

基点� 座標Ｘ －�����������

座標Ｙ ��
	
����

基点� 座標Ｘ －��������		�

座標Ｙ ��
		����

基点� 座標Ｘ －��������
��

座標Ｙ ��
������

基点� 座標Ｘ －�����������

座標Ｙ ��
�
���


基点
 座標Ｘ －���������	�

座標Ｙ ��	������

基点� 座標Ｘ －�����
��	��

座標Ｙ ��	������

基点� 座標Ｘ －��������	��

座標Ｙ ��	������

基点�� 座標Ｘ －����	�	����

座標Ｙ ���������

基点�� 座標Ｘ －����
����
�

座標Ｙ ���������

基点�� 座標Ｘ －����
������

座標Ｙ ���
��
��

基点�� 座標Ｘ －�����������

座標Ｙ ����
�	��

基点�	 座標Ｘ －���������	


座標Ｙ ���
��
��

基点�
 座標Ｘ －�����	���
�

座標Ｙ ���������

基点�� 座標Ｘ －�����	����


座標Ｙ �������	�

基点�� 座標Ｘ －�����
��	��

座標Ｙ �������
�

基点�� 座標Ｘ －�����
��
�	



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (��)

座標Ｙ ��	��
���

基点�� 座標Ｘ －�����	�
���

座標Ｙ �����
���

基点�� 座標Ｘ －�������
���

座標Ｙ ���	�

��

基点�� 座標Ｘ －����
��
���

座標Ｙ ���
��	

基点�� 座標Ｘ －����
	�
���

座標Ｙ �
�

��

基点�� 座標Ｘ －�������
���

座標Ｙ �����
���

基点�
 座標Ｘ －�������
	��

座標Ｙ ���	�
���

基点�	 座標Ｘ －����	��
��	

座標Ｙ ��

���

基点�� 座標Ｘ －����	��
���

座標Ｙ ���
���

基点�� 座標Ｘ －�������
���

座標Ｙ ���
���

基点�� 座標Ｘ －�������
���

座標Ｙ ���
���

基点�� 座標Ｘ －������	
�
�

座標Ｙ ��	
���

基点�� 座標Ｘ －�������
�
�

座標Ｙ ��	
���

基点�� 座標Ｘ －�������

��

座標Ｙ ���
�
�

基点�� 座標Ｘ －�����	�
		�

座標Ｙ －

�

��

基点�� 座標Ｘ －�����
�
�	�

座標Ｙ －�����
�
�

補助点� 座標Ｘ －�����




	

座標Ｙ ���
�
��	

補助点� 座標Ｘ －����	��
��	

座標Ｙ ��	��
���

補助点� 座標Ｘ －�������
���

座標Ｙ ��	
���

補助点� 座標Ｘ －����
	

���

座標Ｙ ���
�
�

補助点� 座標Ｘ －�����		
�		

座標Ｙ ���
���

補助点� 座標Ｘ －�����
�
���
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��������	


急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和��年法律第��号）第�条第�項の規定により、次に掲げる土地の

区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第�項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 区域の名称 久見

� 土地の表示

次に掲げる地番の土地に存する標柱�号から��号までを順次に結んだ線及び標柱�号と��号を結んだ線により囲まれ

た区域

���������


次の者から島根県収入証紙売りさばき人の氏名等を変更した旨届出があった。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�	�
�号 平成��年�月��日(��)

座標Ｙ －���
���

補助点� 座標Ｘ －���	���
��


座標Ｙ －�	���
���

郡 市 町 村 大 字 字 地 番 標 柱 番 号

隠岐郡 隠岐の島町 久見 カケ出し ���番� �号

���番� �号及び�号

���番� �号

魚切 ���番 �号

���番� �号

大ダワ ���番 �号

�

番� �号

���番 �号

���番 ��号

向田 ���番� ��号

大ダワ �
�番� ��号

�
�番 ��号

魚切 ���番� ��号

���番 ��号

カケ出し ���番 �
号

���番� ��号

���番� ��号
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� �

��������

地 域 振 興 部

農 林 水 産 部

中山間地域研究センター

農 業 技 術 セ ン タ ー

畜 産 技 術 セ ン タ ー

水 産 技 術 セ ン タ ー

島根県農林水産会議規程（昭和��年島根県訓令第�号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条第�項第�号中「、しまねの味開発指導センター所長」を削り、「家畜衛生研究所長、水産試験場長、内水面水

産試験場長、栽培漁業センター所長」を「水産技術センター所長」に改める。

	 


この訓令は、平成��年	月�日から施行する。

��������

農林水産部水産課

水 産 試 験 場

島根県船舶職員服務規程（昭和
�年島根県訓令第�
号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

受訓先中「水産試験場」を「水産技術センター」に改める。

第�条中「水産試験場」を「水産技術センター」に改める。

様式第�号中「課長補佐」、「係長」及び「係」を削り、「水産試験場」を「水産技術センター」に改める。

様式第	号中「課長補佐」、「係長」及び「係」を削る。

第���
�号 平成��年�月��日 (��)

指 定
年月日

指定番号 住所及び氏名 売りさばき場所

変 更 に 係 る 事 項

変 更 後 変 更 前

氏 名 氏 名

昭和��年

�月
�日

�の� 松江市袖師町�番��号

松江警察署内

社団法人松江地区交通安

全協会

会長 堀内伊助

松江市袖師町�番��号

松江警察署内

社団法人松江地区

交通安全協会

会長 堀内伊助

社団法人松江八束

交通安全協会

会長 堀内伊助

受訓先中「しまねの味開発指導センター」を削り、

「
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島 根 県 報

� �

この訓令は、平成��年�月�日から施行する。

� �

平成��年度島根県准看護師試験に合格した者の受験番号は、次のとおりである。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義
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平成��年度島根県准看護師試験問題について

問

、問�
�は、複数の正解肢があるため、全ての選択肢を正解として採点します。

港湾法（昭和��年法律第���号）第	�条第�項の規定に基づき、臨港地区を定めようとするので、同条第�項の規定に

より次のとおり公告し、当該臨港地区の区域の案を公告の日から�週間公衆の縦覧に供する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 臨港地区の区域の案

� 臨港地区の区域の案の縦覧場所

島根県土木部港湾空港課、隠岐支庁土木建築局島前事業部及び知夫村役場

土地区画整理法（昭和�
年法律第��
号）第	
条第�項の規定により、次の土地区画整理組合の事業計画の変更を認可

したので、同条第�項の規定により公告する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 土地区画整理組合の名称

江津市和木北部土地区画整理組合

� 事業施行期間

第�����号 平成��年�月��日(	�)

港 湾 名 臨 港 地 区 の 区 域

来居港 隠岐郡知夫村字来居���
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島 根 県 報

平成��年�月��日から平成��年�月��日まで

� 施行地区

江津市和木町の一部

� 事務所の所在地

江津市江津町����番地

	 設立認可の年月日

平成��年�月��日


 変更認可の年月日

平成��年�月��日

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和
�年法律第���号）第��条第�項の規定により公告す

る。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 開発区域

出雲市中野美保南�丁目�－� 外�筆

面積 ��������平方メートル

� 開発許可を受けた者の住所及び氏名

東京都港区高輪�丁目��番�号

タマホーム株式会社

代表取締役 玉木康裕

� � � � � �

次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成�年政令第���号）第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成�年島

根県規則第��号）第�条の規定により公示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 物品等の名称及び数量

隠岐空港地上支援機材整備 一式

� 契約に関する事務を担当する本庁等の名称及び所在地

島根県土木部港湾空港課 島根県松江市殿町�番地

� 随意契約の相手方を決定した日

平成��年�月�
日

� 随意契約の相手方の氏名及び住所

株式会社ＪＡＬＵＸ 代表取締役社長 岡崎俊城 東京都品川区東品川�丁目�番��号

	 随意契約に係る契約金額

���
������円


 契約の相手方を決定した手続

随意契約

� 随意契約とした理由

第�����号 平成��年�月��日 (��)



島 根 県 報

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第��条第�項第�号の規定による。

� � � � � � � � 	
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地方自治法（昭和��年法律第��号）第��条第�項、第��条第�項、第��条第�項、第	�条第�項、第	�条第�項及び第

	�条第�項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和
�年法律第���号）第�条第�項に規定する選挙権を

有する者の総数の��分の�の数又は�分の�の数（その総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に
分の�を

乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを合算して得た数）は次のとおりである。

平成�	年�月��日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

� 地方自治法第��条第�項及び第��条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の��分の�の数 �����


� 地方自治法第��条第�項、第	�条第�項及び第	�条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の�分の�の数（そ

の総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に
分の�を乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを

合算して得た数） ������	

� 地方自治法第	�条第�項の規定による各選挙区における選挙権を有する者の総数の�分の�の数（その総数が��万を

超える場合にあっては、その超える数に
分の�を乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを合算して得た

数）

八束第一選挙区 ����	

八束第二選挙区 �����

八束第三選挙区 ��
��

能義選挙区 
����

仁多選挙区 �����

大原選挙区 	���


飯石選挙区 ����	

簸川第一選挙区 ��
��

簸川第二選挙区 
����

簸川第三選挙区 �����

邑智選挙区 �����

那賀選挙区 ��		�

鹿足選挙区 ��	��

隠岐選挙区 �����

松江選挙区 
��
��

浜田選挙区 ������

出雲選挙区 �
����

益田・美濃選挙区 ������

大田・邇摩選挙区 ������

安来選挙区 	����

江津選挙区 �����

平田選挙区 �����

� 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第�条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の�分の�の数（その

総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に
分の�を乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを合

算して得た数） ������	

第�����号 平成�	年�月��日(
�)
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漁業法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、沿岸いか釣漁業（総トン数�トン以上�トン未満の船

舶を使用するものに限る。）及び小型いか釣漁業（総トン数�トン以上�	トン未満の船舶を使用するものに限る。）の操

業について、平成�
年�月�	日まで次のとおり制限する。ただし適用する海域は、島根県隠岐郡の最大高潮時海岸線から

�	海里以内とする。

平成�
年�月��日

隠岐海区漁業調整委員会会長 屋 田 孝 治

� 操業の承認

沿岸いか釣漁業及び小型いか釣漁業を営もうとするものは船舶ごとに別に定める取扱要領及び取扱方針に基づき、本

委員会の操業承認を受けなければならない。

� 操業禁止海域

小型いか釣漁業は、次の各号に掲げる海域において操業してはならない。

� 島根県隠岐郡の最大高潮時海岸線から�		メートル以内の海域

� 次の各線と最大高潮時海岸線とによって囲まれた海域。ただし、前号に掲げる海域を除く。

ア 島根県隠岐郡西ノ島町冠島東端と同県同郡海士町野田埼東端とを結んだ線

イ 島根県隠岐郡海士町知々井埼東端と同県同郡知夫村竹島東端とを結んだ線

ウ 島根県隠岐郡知夫村帯ヶ埼西端と同県同郡西ノ島町赤灘鼻南端とを結んだ線

� 電気設備等の使用制限

� �隻につき集魚灯に使用できる電球の数は�個を越えてはならない。

� 電球�個あたりの消費電力の最高限度は�キロワットとする。

� �隻以上の船舶を連結して操業してはならない。

� 承認の取消

本委員会は、漁業調整上必要があると認められるとき、又は当該指示に違反して操業した場合は承認を取り消すこと

がある。

� �

� この指示は平成�
年�月�日から施行する。

� 沿岸いか釣漁業及び小型いか釣漁業の制限（平成��年隠岐海区漁業調整委員会指示第�号）は平成�
年�月�	日付を

もって廃止する。

� �

消防法（昭和��年法律第�
�号）第��条の�第�項の規定に基づき、島根県知事の委任に係る危険物取扱者試験を次の

とおり実施するので、危険物の規制に関する規則（昭和��年総理府令第��号）第��条第�項の規定に基づき公示する。

平成�
年�月��日

財団法人消防試験研究センター理事長 白 谷 祐 二

� 試験の種類

甲種危険物取扱者試験

乙種危険物取扱者試験

丙種危険物取扱者試験

� 試験の日時及び場所

第����	号 平成�
年�月��日 (��)
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印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ����	円
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島 根 県 報

� 試験の日時

平成��年
月��日（日） 丙種の試験 �時��分から

甲種・乙種の試験 �
時		分から

� 試験の場所

松江市、出雲市、大田市、浜田市、益田市、隠岐の島町

� 受験手続

� 受験願書提出先

財団法人消防試験研究センター島根県支部（持参又は郵送のこと。）

� 受験願書受付期間

平成��年�月��日から�月��日まで（郵送の場合は、�月��日までの消印のあるものに限り受け付ける。）

� 受験手数料

甲種危険物取扱者試験 ��			円

乙種危険物取扱者試験 
��		円

丙種危険物取扱者試験 ���		円を所定の方法により納付すること。

� その他

� 受験願書用紙配置場所

財団法人消防試験研究センター島根県支部、島根県総務部消防防災課、島根県隠岐支庁、東部・西部県民センター

（事務所）、各地区消防本部，各地区危険物保安協会（郵送により願書を請求する場合は、財団法人消防試験研究セ

ンター島根県支部あて「危険物取扱者試験願書請求」と朱書きした封筒に、��	円切手をはった請求者あて先明記の

返信用角型�号封筒を同封すること。）

� 問合せ先

〒��	－	���

松江市大輪町��	－� 島根県大輪町団体ビル�階

財団法人消防試験研究センター島根県支部

（電話	���－��－����）

� �

平成��年�月�日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第����	号 平成��年�月��日(
�)

ページ 行 誤 正

� 上から�	 ��	�－� �	��－�


